
 

 
 

■ 西脇市市営住宅長寿命化計画（概要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

■市営住宅活用方針の検討 ■要支援世帯の考え方 ■公営住宅供給目標量の考え方（国交省プログラム使用） 

■建替事業の方針 

・敷地が小さく、集約建替が難しい６団地については用途廃止とし、

現入居者は旭ヶ丘団地等への集約を検討する。 

・旭ヶ丘団地については、都市機能立地支援事業対象区域内であり、

板波の市街地に隣接し立地性が高いため、現入居者及び用途廃止

となる６団地の現入居者を受け入れる集約建替を検討する。 

・日野ヶ丘団地については、都市機能立地支援事業対象区域の要件

を満たさないため、現地建替は今後実施せず、より高立地となる

雇用促進住宅等への入居による対応を検討する。 

・また、市街地の空家や空き地を活用した集約建替についても検討

することとする（都市計画道路拡幅事業等に伴う同時事業）。 

■団地の活用方針の判定フロー 

・各団地の築年数、安全性（耐震性等）、居住性（設備等）等から、団地を維持管

理して活用を続けるか、用途廃止とするか、建替えるかの判定をする 

・計画期間終了（H36 年度）までに耐用年限超過⇒ 建替 or 用途廃止 

【判定基準】①高度（土地）利用の可能性・・・集約建替可能な大規模敷地 

       ②需要・・・適性立地かどうか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■判定結果（計画期間中の活用方針） 

・耐用年限を迎える団地（赤字）のうち、建替候補は旭ヶ丘と日野ヶ丘 

・残り６団地は用途廃止 

対  象 管理戸数 団地名 

市営住宅管理戸数 805 － 

 

維持管理 378 － 

 

うち修繕対応 33 向ヶ丘、前坂南山（いずれも用途廃止予定） 

うち個別改善 345 
日野ヶ丘Ａ棟、上戸田、野村、大野(八日)、
上野、殿ヶ丘、大野(西林寺)、下戸田、黒
田北、黒田 

建替候補 370 旭ヶ丘、日野ヶ丘 

用途廃止 57 
坂本、津万井、田高、高嶋、大野(大野)、
中畑 

・市営住宅活用方針に基づいて推計 

・計画期間（H27～H36）の公営住宅供給目標量 

＝計画期間 10 年間で発生する公営住宅空家戸数（フロー） 

（≠公営住宅のストック数） 

・募集可能な住宅数を基に空家発生量を予測 

⇒募集可能な住宅数（市営・県営計）×空家発生率（実績）

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

※住宅数はすべて、年当たりの平均値 

⇒568 戸×6.52％×10 年＝ 

・募集可能な市営住宅が毎年 300～310 戸程度あれば、募集をか

けられる空家数が 10 年間で計 370 戸出ると推計 

   
 

 

 

 

 

■建替事業について 

個別改善

公営住宅等 既存ストック

平成３６（２０２４）年度末までに耐用年限を経過する住棟

高度（土地）利用の可能性が高く需要が見込める 改善実施後、標準管理期間末経過

用途廃止 建 替 継続判定 維持管理

躯体の安全性の判定
避難の安全性の判定

居住性の
判定

個別改善による
対応の可能性

改修の可能性
の判定

全面的改善
による

対応の可能性

建 替 全面的改善

個別改善
[居住性向上型]
[福祉対応型]
[安全性確保型]

維持管理

長寿命化型改善 必要性の判定

[居住性向上型]
[福祉対応型]

[安全性確保型]
+

長寿命化型

[居住性向上型]
[福祉対応型]
[安全性確保型]

[長寿命化型]
修繕
対応

YES

NOYES YESNO

NO

問題あり

問題なし可能性あり

可能性なし

問題あり

問題なし可能性あり

可能性あり

可能性
なし

可能性なし

住棟・団地相互の連携、まちづくりへの貢献の可能性、
敷地面積や仮住居面での事業の容易性

建 替用途廃止 全面的改善 個別改善 修繕対応

総合的判断

1
次
判
定

２
次
判
定

３
次
判
定

・国勢調査、住宅・土地統計調査、人口推計等を基に推計 

・西脇市内で、公営住宅以外の借家に住む世帯数を推計し、それ

を基に、計画期間 10 年間に発生する要支援世帯数を算出 

・計画期間（H27～H36）の要支援世帯数 

＝計画期間 10 年間で発生する公営住宅入居資格世帯数 

  （収入、居住水準、家賃負担の状況から、公営住宅に入居す

る可能性がある世帯数） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営住宅 

管理戸数＝749 戸※ 

 
 
 
 
 
 
 
 

【募集不可】442 戸※ 
・建替 
・用途廃止 
・何らかの理由で入居 

停止中

県営住宅 

管理戸数＝339 戸※

 
 
 
 
 
 
 
 

 
【募集可能】

261 戸※ 
 

 
【募集不可】

78 戸※ 

【募集可能】307 戸※ 
・維持管理 
・新規建設（建替に 

よる新規募集含む） 

568 戸 

現計画（H22.3 策定）との違い 

・現計画の供給目標量（公営住宅必要戸数）：ストック数 

  管理戸数 809 戸＞公営住宅必要戸数 416 戸 ⇒OK 

・空家発生率（6.52％）は実績値であるがやや高いため、

空家発生量は今後これより少なくなる可能性がある。 

 

最低居住 
面積水準 

誘導居住 
面積水準 

「裁量階層」 

公営住宅対象階層 40％ 

政令月収 21 万 4 千円 

「本来階層」 

公営住宅対象階層 25％ 

政令月収 15 万 8 千円 

 
 
 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入 

 
 

Ａ：35 世帯 
 
100％算入 

 
 
 
 
100％算入 

Ｂ：134 世帯 

居住 
面積 

月収 

[公営住宅以外の賃貸住宅に居住する世帯] 

Ｃ：59 世帯 Ｄ：142 世帯 

要支援世帯数 ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ＝ 370 世帯 

370 世帯この世帯数に対応できるか検証 

■結論 

今後 10 年間、募集可能な市営住宅が 300～310 戸あ

れば、要支援世帯 370 世帯に対応できる 

370 戸 

現計画（H22.3 策定）との違い 

・現計画の公営住宅必要戸数：公営住宅の現入居者を含めた

必要戸数を市営と県営に按分 市営＝20 年間で 416 戸

■留意事項 

・上記供給目標量は、かろうじて要支援世帯数に対応できる数字で

あり、次期計画期間（H37 以降）で耐用年限を超過する団地があ

ることを考えると、建替等により募集可能な住戸数を 310 戸以

上となるよう調整していく必要がある。 

・改善及び建替事業の実施にあたっては、市営住宅の収支バランス

を考慮し、財政的に負担の生じないような事業スケジュールとな

るよう配慮する。市営住宅収支の試算の結果、長寿命化等の改善

工事を実施した場合、平成 32 年度からはプラスとなる。 

・旭ヶ丘団地の建替計画においては、敷地状況、型別供給、将来的

な人口減少に対応できる住宅形態等の検討を行う。 


